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１．調査の目的 

名古屋市における施設及び事業所職員による高齢者及び障害者に対する虐待の防止に向けた課題

を明確にし、職員等への研修等に役立てるため、施設及び事業所職員に対して人権意識や組織体制等

についてアンケート調査により把握する。 

 

２．調査の概要 

○調査対象：名古屋市内１，１８６事業所に勤務する職員（１事業所あたり３名） 

＜高齢＞特別養護老人ホーム、老人保健施設、有料老人ホーム、グループホーム、 

デイサービス・デイケアの各事業所 

＜障害＞施設入所支援、共同生活援助、生活介護の各事業所 

○調査方法：郵送配布・郵送回収 

○調査期間：平成２９年９月１３日～１０月６日 

○配 布 数：３，５５８票（高齢：２，７３３、障害：８２５） 

○有効回収数：１，５２２票（高齢：１，０８２、障害：４４０） 回収率：４２．８％ 

 

 

 

 

 

施設従事者等による高齢者・障害者虐待の防止と 

対応に関する調査結果（ダイジェスト版） 
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Ⅰ 調査対象：高齢者福祉施設・事業所 

１．回答者の基礎情報 

(1)事業所別 

回答者の勤務する事業所は 

「デイサービス」が、最も多く 

40.1％でした。 

 

 

 

 

 

 

(2)性別及び年齢 

回答者の性別は「女性」が 60.5％、年齢別では「30～39 歳」「40～49 歳」がそれぞれ 3割弱でした。 

 

 

(3)職種及び役職 

回答者の職種について、保有する資格でなく雇用されている職種では「介護職員」が最も多く 4 割以

上で、回答者の役職は「一般職」が 6割超でした。 

 

 

 

  

女性 

60.5% 

男性 

39.3% 

無回答 

0.2% 

42.2% 17.4% 14.0% 7.0% 5.5% 4.0% 

1.7% 
1.6% 

6.2% 

0.6% 

介護職員 代表・管理職 生活相談員 看護職員 介護支援専門員 

理学療法士等 事務職員 サービス提供責任者 その他 無回答 

一般職 

63.5% 

管理職 

35.5% 

無回答 

1.0% 

(n=1082) 

(n=1082) 

 

0.3% 

13.7% 

27.0% 

29.2% 

21.7% 

7.9% 0.2% 

20歳未満 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

50～59歳 

60歳以上 

無回答 

(n=1082) (n=1082) 

 

(n=1082) 
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２．高齢者虐待行為に対する認識について 

(1)ここ 1年以内に行った、または見聞きした行為について 

 

上表中の高齢者虐待にあたる又は準ずる行為（以下「虐待行為」という。）について、ここ 1年以内に回答

者が行った、又は他の職員が行っていたのを見聞きしたことがあるかを尋ねると『ある』の回答者は、全体

では 68.2％で、入所系施設が 75.9％、通所系施設が 60.3％でした。 

 

(2)ここ１年以内に行った、または見聞きした身体拘束について 

 

上表中の身体拘束にあたる行為（以下「拘束行為」という。）について、必要性のある利用者がいた場合に、

ここ１年以内に回答者が行った、又は他の職員が行っていたのを見聞きしたことがあるかを尋ねると『ある』

の回答者は、全体では 28.1％で、入所系施設が 41.4％、通所系施設 14.3％でした。 

  

50.9% 

33.1% 

30.6% 

28.3% 

22.2% 

14.6% 

12.9% 

12.7% 

4.1% 

3.7% 

1.6% 

0.1% 

利用者を「ちゃん付」やニックネームで呼ぶことがある 

他人の前で本人の排泄等に関することを話すことがある 

言うことを聞かないので怒鳴る、強い命令口調になることがある 

同じ訴えを頻回にするので、時には無視することがある 

他の職員が不適切な行為を行っていても見過ごすことがある 

排泄、入浴等の支援を行うとき、プライバシーに配慮しないことがある 

認知症が進行し反応が乏しい利用者に声かけをしないことがある 

利用者が食事を嫌がっても、無理やり食べさせることがある 

ナースコールを頻回に押すので、鳴らさないようにしておく 

利用者が食事を嫌がるため、通常の食事を与えないことがある 

言うことを聞かないので、つい手が出てしまうことがある 

利用料の支払いが滞るので、断りなく通帳を預かることがある 

11.6% 

10.6% 

8.7% 

8.5% 

5.7% 

3.1% 

1.3% 

1.3% 

1.2% 

0.8% 

0.4% 

車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、 

Ｙ字型抑制帯や腰ベルト、車いすテーブルをつける 

行動を落ち着かせるために、向精神薬を使いがちになる 

点滴・経管栄養のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしらな

いように、手指の機能を制限する手袋等をつける 

自分で降りられないように、ベッドを柵で囲む 

脱衣やおむつ外しを防ぐために、介護衣を着せる 

立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようなイスを使用する 

徘徊しないように,車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で 

固定する 

点滴・経管栄養のチューブを抜かないように、四肢をひも等で固定する 

自分の意思で開けられない部屋等に収容する 

転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で固定する 

他人への迷惑行為を防ぐために、ベッド等に体幹や四肢をひも等で 

固定する 

(n=1082) 

(n=1082) 
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３．高齢者虐待への対応と認識について 

(1)高齢者虐待が疑われたケースに気づいた際の対応について 

  （複数回答：上限なし） 

 

施設内で、虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合「虐待受付窓口へ通報する」と回答した方は、

35.0％に留まっていますが、虐待行為や拘束行為を施設内で見聞きしたことがともに「ない」と回答した方

の虐待相談窓口への通報割合は 45.8％と高く、虐待防止法や適切な介護知識を持つことが虐待防止につなが

っていると考えられます。 

「虐待防止、身体拘束廃止等の委員会」での検討割合も 22.7％に留まっています。厚生労働省では、身体

的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月に 1 回以上開催するとともに、その結果について、

介護職員その他従事者に周知徹底を図ることとしています。また平成 30 年度の介護報酬の改定により、上記

基準を満たさない場合は「身体拘束廃止未実施減算」が規定されました。これらのことから、虐待防止等の

委員会の適切な開催が求められます。 

 

(2)高齢者虐待防止法に関する理解について 

 

「虐待防止法の存在」を知っている割合は全体的に高いことがわかりました。しかし、虐待防止法で定め

られている「虐待通報は、守秘義務より優先される」「虐待の証拠がなくても通報できること」等についての

理解割合は低いため、虐待防止法の内容についての周知が必要です。 

35.0% 

74.9% 

47.4% 

64.3% 

64.9% 

22.7% 

29.9% 

42.5% 

6.4% 

虐待受付窓口へ通報する 

虐待を行った職員と話し合い・注意等を行う 

虐待を受けた利用者・家族等と話し合い、説明等を行う 

事業所内でケース会議・カンファレンスを開催する 

虐待を行った職員を含めて全体に注意喚起を行う 

虐待防止・身体拘束廃止等の委員会で対応を検討する 

職員に研修の実施又は外部研修への参加を促す 

業務体制、マニュアルの見直しを行う 

その他の対応を行う 

知っている 

92.1% 

89.9% 

78.4% 

70.6% 

67.7% 

51.7% 

知らない 

7.0% 

8.9% 

20.1% 

28.0% 

30.7% 

46.9% 

無回答 

0.9% 

1.2% 

1.6% 

1.4% 

1.7% 

1.5% 

高齢者虐待防止法の存在 

虐待発見時の通報義務があること 

高齢者虐待に関する通報窓口 

虐待の通報により不利益を受けないこと 

虐待の通報は、守秘義務や個人情報保護よりも 

優先されること 

虐待の証拠がなくても通報できること 

(n=1082) 

(n=1082) 
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４．高齢者虐待の防止に向けて求められること 

(1)高齢者虐待の要因について                            （複数回答：3 つまで） 

 

 

 

「職務上の身体的疲労・ストレス」「職員の人手不足による業務多忙」は、虐待行為や拘束行為の「ある」

「ない」に関係なく原因の上位となっています。その他「ある」という方と「ない」という方では、高齢者

虐待が起こる原因についての考えに差があることがわかりました。「ある」という方は「上司の指導力・姿勢

に問題がある」「閉鎖的（第三者の目が入らない等）」を原因とする回答が高く「ない」という方は、「本人の

身体的介護負担」「利用者に関する職員間の理解共有不足」などを原因とする回答が高くなっています。 

 

(2)高齢者虐待の防止に向けて必要なこと                      （複数回答：5 つまで） 

 

約 30％の職員が研修に参加していないことがわかりました。また「ケアワーカー・介護職員」は、業務が

忙しい、時間がないとの理由で研修に参加できない状況があることもわかりました。 

虐待行為が「ある」施設も「ない」施設も研修参加の割合に差はありませんが、自由記述の分析から「な

い」施設では研修参加後に施設内での研修内容の共有がされている割合が高く「ある」施設では低いという

差が出ました。ただ単に研修会への参加率を上げるだけでなく、研修後に施設内で研修内容の共有化を図る

仕組みを作っていくことや伝達研修が行いやすい資料作りも考えていく必要があります。 

 

64.1% 59.9% 

42.4% 
36.7% 

32.2% 31.1% 27.7% 26.7% 
22.9% 22.2% 20.4% 18.9% 18.0% 

14.2% 12.7% 12.1% 11.8% 10.0% 
1.8% 

職
務
上
の
身
体
的 

疲
労
・ス
ト
レ
ス 

職
員
の
人
手
不
足 

に
よ
る
業
務
多
忙 

認
知
症
状
が
重
度 

で
あ
る 

職
務
に
対
す
る 

意
識
が
低
い 

介
護
に
関
す
る
知
識
・ 

技
術
不
足 

意
思
疎
通
が
困
難 

高
齢
者
虐
待
に
対
す
る 

知
識
・意
識
不
足 

性
格
に
基
づ
く
言
動
・ 

行
動
に
問
題
が
あ
る 

精
神
的
に
不
安
定 

閉
鎖
的 

身
体
的
介
護
負
担
が 

大
き
い 

利
用
者
に
関
す
る
職
員 

間
の
理
解
共
有
不
足 

職
員
の
研
修
不
足 

虐
待
を
容
認
す
る 

職
場
の
風
潮 

サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る 

要
求
が
多
い 

職
場
の
人
間
関
係
に 

問
題
が
あ
る 

上
司
の
指
導
力
・姿
勢
に 

問
題
が
あ
る 

職
員
個
人
の
疾
病
等 

に
よ
る
心
身
の
不
調 

そ
の
他 

60.2% 

42.3% 
38.3% 

31.6% 
27.5% 27.0% 26.5% 25.4% 23.7% 

19.9% 18.6% 17.2% 
14.0% 

11.6% 10.9% 
7.0% 

4.0% 3.6% 
1.0% 

4.3% 

職
員
体
制
の
整
備
・見
直
し 

高
齢
者
へ
の
支
援
等
に 

関
す
る
研
修
の
実
施 

業
務
内
容
の
見
直
し 

家
族
等
へ
の
連
絡
・報
告
を
密
に
実
施 

虐
待
防
止
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
や 

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
作
成
・見
直
し 

虐
待
防
止
に
関
す
る
事
業
所
内
の 

方
針
の
明
確
化 

事
業
所
内
で
の
多
職
種
間
の
連
携 

虐
待
防
止
に
関
す
る
事
業
所
内
の
職
責 

に
よ
る
役
割
や
責
任
の
明
確
化 

夜
勤
体
制
の
強
化 

第
三
者
か
ら
の
定
期
的
な
点
検
・サ
ー
ビ
ス

評
価
を
受
け
る
仕
組
み
の
導
入 

他
事
業
所
と
情
報
交
換
等 

交
流
の
機
会
を
つ
く
る
こ
と 

事
業
所
内
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
徹
底 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
人
材
の
活
用 

高
齢
者
虐
待
や
苦
情
対
応
な
ど
権
利 

擁
護
に
関
す
る
組
織
の
体
制
の
整
備 

高
齢
者
虐
待
の
実
態
調
査 

行
政
等
相
談
窓
口
へ
の
確
認
・ 

相
談
の
積
極
的
な
実
施 

全
市
的
な
虐
待
防
止
の
啓
発 

法
的
な
問
題
に
つ
い
て
相
談
で
き
る 

存
在
の
確
保 

虐
待
防
止
法
の
改
正 

そ
の
他 

(n=1082) 

(n=1082) 

高齢者に関すること  施設従事者等に関すること  職場状況や環境に関すること 
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Ⅱ 調査対象：障害者福祉施設・事業所 

１．回答者の基礎情報 

(1)事業所別 

回答者の勤務する事業所は「生活介護」が、 

最も多く、49.1％でした。 

 

 

 

 

 

 

(2)性別及び年齢 

回答者の性別は「女性」と「男性」がほぼ半数、年齢別でみると「30～39 歳」「40～49 歳」がそれぞ

れ 3割弱でした。 

 

 

(3)職種及び役職 

回答者の職種について、保有する資格でなく雇用されている職種では、施設入所支援、生活介護にお

いては「生活支援員」が、共同生活援助では「世話人」が多く、回答者の役職は「一般職」が 7 割超で

した。 

 

 

女性 

50.2% 

男性 

49.8% 

51.6% 15.9% 12.5% 11.1% 5.2% 

1.6% 

1.1% 

0.5% 

0.5% 

生活支援員 世話人 サービス管理責任者 代表・管理職 その他 事務職員 看護職員 理学療法士等 無回答 

一般職 

72.3% 

管理職 

27.0% 

無回答 

0.7% 

(n=440) 

(n=440) 

 

0.2% 

20.7% 

26.1% 
27.5% 

16.4% 

9.1% 

0.0% 

20歳未満 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

50～59歳 

60歳以上 

無回答 

(n=440) 

 

生活介護 

49.1% 共同生活援

助 

37.3% 

施設入所支

援 

12.3% 

無回答 

1.4% 

(n=440) 

(n=440

) 
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２．障害者虐待行為に対する認識について 

(1)ここ 1年以内に行った、または見聞きした行為について 

 

虐待行為を、ここ 1年以内に回答者が行った、又は他の職員が行っていたのを見聞きしたことがあるかを

尋ねると『ある』の回答者は、全体では 79.7％で、施設入所支援が 90.7％、生活介護が 85.2％でした。 

 

(2)ここ１年以内に行った、または見聞きした身体拘束について 

 

拘束行為を、ここ１年以内に回答者が行った、又は他の職員が行っていたのを見聞きしたことがあるかに

ついて尋ねると『ある』の回答者は、全体では 23.8％で、施設入所支援が 53.7％、生活介護が 26.4％でし

た。 

 

68.6% 

40.0% 

38.2% 

29.3% 

23.9% 

13.9% 

13.9% 

12.5% 

8.4% 

7.5% 

5.0% 

0.5% 

利用者を「ちゃん付」やニックネームで呼ぶことがある 

言うことを聞かないので、怒鳴る、強い命令口調になることがある 

他人の前で本人の排泄等に関することを話すことがある 

同じ訴えを頻回にするので、時には無視することがある 

他の職員が不適切な行為を行っていても見過ごすことがある 

利用者が食事を嫌がっても、無理やり食べさせることがある 

ナースコールを頻回に押すので、鳴らないようにしておく 

排泄、入浴等の支援を行うとき、プライバシーに配慮しないことがある 

言うことを聞かないので、つい手が出てしまうことがある 

障害が重度で反応が乏しい利用者に声かけをしないことがある 

利用者が食事を嫌がるため、通常の食事を与えないことがある 

利用料の支払いが滞るので、断りなく通帳を預かることがある 

14.3% 

7.5% 

5.5% 

4.1% 

3.9% 

3.6% 

1.1% 

1.1% 

1.1% 

0.5% 

0.2% 

車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、 

Ｙ字型抑制帯や腰ベルト、車いすテーブルをつける 

行動を落ち着かせるために、向精神薬を使いがちになる 

脱衣やおむつ外しを防ぐために、介護衣を着せる 

点滴・経管栄養のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしらな

いように、手指の機能を制限する手袋等をつける 

自分の意思で開けられない部屋等に収容する 

自分で降りられないように、ベッドを柵で囲む 

徘徊しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で 

固定する 

転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で固定する 

立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようなイスを使用する 

点滴・経管栄養のチューブを抜かないように、四肢をひも等で固定する 

他人への迷惑行為を防ぐために、ベッド等に体幹や四肢をひも等で 

固定する 

(n=440) 

(n=440) 
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３．障害者虐待への対応と認識について 

(1)障害者虐待が疑われたケースに気づいた際の対応について             （複数回答：上限なし） 

 

施設内で虐待を受けたと思われる障害者を発見した場合「虐待受付窓口へ通報する」と回答した方は、

33.6％に留まっていますが、虐待行為や拘束行為を施設内で見聞きしたことがともに「ない」と回答した方

の虐待受付窓口への通報割合は、「ある」と回答した方より高く、虐待防止法や適切な介護知識を持つことが

虐待防止につながっていると考えられます。 

障害者福祉施設等は『虐待を防止するための措置』に関する『運営規程』を定めることが義務付けられて

いますし『障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き』では、虐待を防止するための措置

として虐待防止委員会の設置等の必要な体制の整備が求められています。各施設では、虐待防止委員会を設

置し『虐待防止のための計画づくり』『虐待防止のチェックとモニタリング』『虐待発生後の検証と再発防止

策の検討』に取り組んでいく必要があります。 

 

(2)障害者虐待防止法に関する理解について 

 

「虐待防止法の存在」を知っている割合は全体的に高いことがわかりました。しかし、虐待防止法で定め

られている「虐待通報は、守秘義務より優先される」「虐待の証拠がなくても通報できること」等の内容につ

いての理解割合は低いため、虐待防止法の内容についての周知が必要です。 

33.6% 

66.8% 

47.7% 

62.3% 

63.0% 

18.6% 

30.2% 

40.7% 

5.7% 

虐待受付窓口へ通報する 

虐待を行った職員と話し合い・注意等を行う 

虐待を受けた利用者・家族等と話し合い、説明等を行う 

事業所内でケース会議等を開催する 

虐待を行った職員を含めて全体に注意喚起を行う 

虐待防止・身体拘束廃止等の委員会で対応を検討する 

職員に研修の実施又は外部研修への参加を促す 

業務体制、マニュアルの見直しを行う 

その他の対応を行う 

知っている 

96.1% 

92.0% 

81.1% 

79.3% 

67.3% 

56.6% 

知らない 

3.6% 

7.5% 

18.4% 

20.2% 

32.0% 

42.3% 

無回答 

0.2% 

0.5% 

0.5% 

0.5% 

0.7% 

1.1% 

障害者虐待防止法の存在 

虐待発見時の通報義務があること 

障害者虐待に関する通報窓口 

虐待の通報により不利益を受けないこと 

虐待の通報は、守秘義務や個人情報保護よりも 

優先されること 

虐待の証拠がなくても通報できること 

(n=440) 

(n=440) 
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４．障害者虐待の防止に向けて求められること 

(1)障害者虐待の原因について 
 （複数回答：3 つまで） 

 

 

 

 

「職務上の身体的疲労・ストレス」「職員の人手不足による業務多忙」は、虐待行為や拘束行為の「ある」

「ない」に関係なく原因の上位となっています。その他「ある」という方と「ない」という方では、障害者

虐待が起こる原因についての考えに差があることがわかりました。「ある」という方は「上司の指導力・姿勢

に問題がある」「障害者ケアに関する知識等の不足」「閉鎖的（第三者の目が入らない等）」を原因とする回答

が高く、「ない」という方は「身体的介護負担が大きい」「職務に対する意識の低さ」「虐待を容認する職場の

風潮」などを虐待が起こる原因とする回答が高くなっています。  

 

(2)障害者虐待の防止に向けて必要なこと 
（複数回答：5 つまで） 

 

約 20％弱の職員が研修に参加していないことがわかりました。虐待防止法の理解等を図るためには、研修

等による周知が必要です。しかし、生活支援員や世話人は、業務が忙しい、時間がないとの理由で研修に参

加しづらい状況にあることもわかりましたので、参加した職員からの伝達研修や伝達研修を行ないやすい研

修資料の工夫が必要です。 

53.0  
44.1  

37.3  
33.6  32.3  29.1  27.5  26.4  26.1  24.8  24.5  

16.4  14.5  14.1  11.8  11.6  10.7  8.0  
2.0  

職
務
上
の
身
体
的
疲

労
・ス
ト
レ
ス 

職
員
の
人
手
不
足
に
よ

る
業
務
多
忙 

障
害
者
ケ
ア
に
関
す
る

知
識
・技
術
不
足 

意
思
疎
通
が
困
難 

障
害
者
虐
待
に
対
す
る

知
識
・意
識
不
足 

職
務
に
対
す
る
意
識
が

低
い 

閉
鎖
的 

認
知
面
の
障
害
が
重
度

で
あ
る 

性
格
に
基
づ
く
言
動
・

行
動
に
問
題
が
あ
る 

利
用
者
に
関
す
る
職
員

間
の
理
解
共
有
不
足 

精
神
的
に
不
安
定 

虐
待
を
容
認
す
る
職
場

の
風
潮 

職
員
の
研
修
不
足 

身
体
的
介
護
負
担
が

大
き
い 

上
司
の
指
導
力
・姿
勢

に
問
題
が
あ
る 

職
場
の
人
間
関
係
に
問

題
が
あ
る 

職
員
個
人
の
疾
病
等
に

よ
る
心
身
の
不
調 

サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
要

求
が
多
い 

そ
の
他 

51.4% 
46.8% 

30.9% 30.0% 30.0% 30.0% 
25.0% 24.8% 

22.5% 22.3% 
18.6% 17.0% 

13.2% 
10.2% 9.1% 8.9% 

5.7% 4.3% 
2.0% 3.4% 

職
員
体
制
の
整
備
・見
直
し 

障
害
者
へ
の
支
援
等
に 

関
す
る
研
修
の
実
施 

虐
待
防
止
に
関
す
る
事
業
所
内
の 

方
針
の
明
確
化 

他
事
業
所
と
情
報
交
換
等
交
流
の 

機
会
を
つ
く
る
こ
と 

業
務
内
容
の
見
直
し 

虐
待
防
止
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
や 

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
作
成
・見
直
し 

第
三
者
か
ら
の
定
期
的
な
点
検
・サ
ー 

ビ
ス
評
価
等
を
受
け
る
仕
組
み
の
導
入 

家
族
等
へ
の
連
絡
・報
告
を
密
に
実
施 

事
業
所
内
で
の
多
職
種
間
の
連
携 

虐
待
防
止
に
関
す
る
事
業
所
内
の
職
種
、 

職
責
に
よ
る
役
割
や
責
任
の
明
確
化 

事
業
所
内
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
徹
底 

障
害
者
虐
待
や
苦
情
対
応
な
ど
権
利 

擁
護
に
関
す
る
組
織
の
体
制
の
整
備 

夜
勤
体
制
の
強
化 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
人
材
の
活
用 

行
政
等
相
談
窓
口
へ
の 

確
認
・相
談
の
積
極
的
な
実
施 

障
害
者
虐
待
の
実
態
調
査 

法
的
な
問
題
に
つ
い
て
相
談
で
き
る 

存
在
の
確
保 

全
市
的
な
虐
待
防
止
の
啓
発 

虐
待
防
止
法
の
改
正 

そ
の
他 

障害者に関すること  施設従事者等に関すること  職場状況や環境に関すること 

            

(n=440) 

(n=440) 


